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第 1 章 最上町地域情報化計画改定の考え方 

 

１．地域情報化計画改定の背景 

 平成１９年３月、本町のかかえる「少子高齢社会」「産業の振興」「医療福祉の充実」

「生涯学習」「交流人口拡大による活性化」など諸課題の解決に向け、情報化の面で取

り組むものとして、行政情報、民間情報等の公開による情報の共有を進め「協働のまち

づくり」推進とＩCＴ（情報通信技術（Information and Communication 

Technology））社会に対応した地域社会の構築を目指すために『最上町情報化計画』

を策定し、これまで情報化施策を推進してきました。しかし、ＩＣＴは日進月歩で次々

と新しい製品、技術が開発され驚異的なスピードで進化を続けています。さらにインタ

ーネットの普及や電子的コミュニケーションの拡大に伴い、住民の生活スタイルも大き

く変化してきています。情報通信技術が日々進歩している今日、当町では、超高速大容

量通信網の未整備など、住民の安全・安心の確保、地域活性化の促進を図るためには、

避けられない課題が依然として数多くあります。そこで、ＩＣＴの伸展や、国・県の動

向や情報化施策を取り巻く社会環境等の変化に対応し、現在の住民ニーズを優先した質

の高い行政サービスを提供するために、平成２３年度より最上町情報化計画の改定に着

手しました。 

 

２．地域情報化計画の方向性と期間 

地域情報化計画は、総合計画を「情報化」という手段を使って具現化するための計画

とも言えます。したがって、平成23年3月に策定した最上町第4次総合計画に沿って、

全ての町民がICTサービスの恩恵を享受できるように、町民や地域のニーズ、情報化社

会への対応、国や県の情報化政策を踏まえ、総合計画に示された町づくりを目指した地

域情報化計画とします。本町では、これまで庁内の情報化を推進し各種業務を効率化す

るための情報システムを導入し整備してきました。今後は、地域社会の情報通信基盤の

整備と、整備された情報通信基盤を、住民の視点に立って、ＩＣＴの特性や潜在能力を

最大限に活かし、行政・地域課題の解決に結びつけるなど、有効活用することが求めら

れています。町の情報化について、総合的な観点から、次世代に向けた地域情報化計画

とし、平成２５年から平成２９年までの５カ年とします。ただし、ＩＣＴの進展は急激

であることから、社会情勢やICT技術の動向等の変化、住民ニーズに応じて計画の見直

しを行いながら進めていきます。 
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第 2 章 国・山形県における地域情報化の取組み 

 

１．国における情報化の取組み 

国においては、2001年（平成13年）に高度情報通信ネットワーク推進戦略本部を

設置し、ＩＴ政策を展開してきました。ＩＴの基盤整備を推進する「ｅ－Ｊａｐａｎ戦

略」（平成13年１月）を皮切りに、ＩＴの利活用を重視した「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」

（平成15年７月）、ＩＴによる構造改革力を追求し2010年を見据えＩＴの基盤整備

に取り組む「ＩＴ新改革戦略」（平成18年１月）、国民主役のデジタル技術の利活用

を目指した「ｉ－Ｊａｐａｎ戦略」（平成21年７月）を順次策定し、ネットワーク基

盤の整備やデジタル技術の利活用に取り組んできました。また、総務省においては、ユ

ビキタスネット社会（いつでも、どこでも、何でも、誰でもつながるネットワーク社会）

の実現を目標とした「ｕ－Ｊａｐａｎ構想」（平成16年５月）を発表し、少子高齢化

社会における様々な課題の解決を図るため、効果的なＩＣＴの利活用に取り組んでいま

す。さらに、平成22年５月にはＩＴ戦略本部が策定した「新たな情報通信技術戦略」

で、過去のＩＴ戦略の延長線から離れ、新たな国民主権社会の確立と我が国の持続的成

長を支える戦略と位置付け、次の重点戦略（３本柱）に絞り込み2020年（平成32年）

までに実現すべき具体的な目標を設定し、新たな国民主権の社会が早期に確立されるよ

う、国を挙げて強力に推進するとしています。 

 

 

 国の「新たな情報通信技術戦略」の概要  

 

○政府・提供者が主導する社会から国民が主導する社会への転換には、徹底的な

情報公開による透明性の向上が必要であり、情報通信技術が果たす役割は大 

○国民が主導する社会では、市民レベルでの知識・情報の共有が行われ、新たな

「知識情報社会」への転換が実現し、国民の暮らしの質を飛躍的に向上 

○今回の戦略は、過去の戦略の延長線上にはなく、新たな国民主権の社会を確立

するための、非連続的な飛躍を支える重点戦略（３本柱）に絞り込んだ、我が

国の持続的成長を支えるもの 

○戦略の実施に当たっては、これまで効果を上げていない原因を徹底的に追究し、

関係府省、自治体等との連携等を進め、国を挙げて強力に推進 
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 「新たな情報通信技術戦略」の重点戦略（３本柱）と目標  

重点戦略目標 

１ 国民本位の電子行政の実現 

・2020年までに、主要な申請手続や証明書入手を週７日24時間、ワンストッ

プで行うため、2013年までに、コンビニ等の端末を通じて国民の50％以上が

利用できるようにする。 

・2013年までに政府で、2020年までに50％以上の自治体で、国民が行政を

監視し、自己の情報をコントロールできるようにする。 

・2013年までに、２次利用可能な形で行政情報を公開し、原則すべてインター

ネットで利用可能とする。 

２ 地域の絆の再生 

・2020年までに、地域を問わず質の高い医療サービスが受けられ、高齢者等す

べての国民が在宅医療等を受けられるようにする。 

・2020年までに、情報通信技術を活用した学校教育・生涯学習の環境整備等に

より、情報通信技術を自在に活用できる社会を実現する。 

・2015年ころを目途に、全世帯でブロードバンドサービスの利用を実現する「光

の道」により、暮らしに密着した医療等の向上や地域活性化を実現する。 

３ 新市場の創出と国際展開 

・クラウドコンピューティング等の新技術の導入や規制の撤廃等により、2020

年までに約70兆円の関連市場を創出する。 

・2020年までに、スマートグリッドを一般化させ、情報通信技術を用いたゼロ

エネルギー住宅を標準的な新築住宅で普及させるなど、家庭等で率先してＣＯ２

削減を可能とし、また、ＩＴＳ等を用いて全国主要道の交通渋滞を半減させるこ

とを目指す。 

・2013年までに、戦略分野における産学官連携での集中的な研究開発を進め、

我が国の情報通信技術企業が主要海外市場における知的財産権及び国際標準の

戦略的な獲得、国際展開を可能とする。 
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２．山形県における情報化の取組み 

山形県では、高度情報化社会の幕開けにあたり、情報化を推進するうえでの県として

の取組みの基本方向と施策の全体像を明らかにするため、平成８年１２月に、概ね５年

間を見通した「山形県情報化基本計画」を策定しました。その後、情報通信環境の整備

や情報通信技術の活用能力の向上支援、質の高い公共サービスの提供を目指した「山形

県情報化推進計画」（平成１２年９月）、県や企業、学校、地域などの関係機関の取組

みについて一定の方向性を示した「やまがたＩＴ戦略２００４」（平成１６年３月）を

それぞれ策定しました。さらに、平成１９年２月には、人口減少や高齢化などの社会的

背景、国のＩＴ戦略、これまでの取組みの成果と課題を踏まえ、各分野における重点施

策を情報化の視点から体系化し、より総合的、戦略的に推進する行動計画として「山形

県情報化推進アクションプラン２００７」を策定しました。これらの取組みにより、ブ

ロードバンドや携帯電話など情報通信基盤の整備が飛躍的に進むとともに、行政に対す

る申請等の手続きをインターネットで行う「電子申請システム」、県内の雨量や河川の

水位情報をリアルタイムで提供する「河川・砂防情報システム」、インターネットで入

札を行う「電子入札システム」の運用など県民サービスの向上が図られたほか、県基幹

高速通信ネットワークの整備、行政事務の迅速化や簡素化を促す財務会計や給与など全

庁的に利用するシステムの高度化、市町村事務の共同アウトソーシングなど電子自治体

化も着実に進展しています。平成２３年３月にはＩＣＴの効果的な利活用が、行政事務

の簡素効率化や行政サービスの向上はもとより、県民生活の利便性向上、地域課題の解

決、地域・産業の活性化を図るうえで重要なポイントになるという基本認識のもと、県

民各層の生活の様々なステージや産業活動等における効果的なＩＣＴ利活用の促進や、

行政サービスの効率化・高度化を実現する電子自治体の推進に向け、『やまがたＩＣＴ

利活用ビジョン』を策定し、「第３次山形県総合発展計画」に盛り込まれた関連施策の

推進をはじめ、ＩＣＴの利活用を図るために中長期的な視点から直接あるいは間接（市

町村や事業者を支援する・働きかけるなど）に取り組む方向性を示しています。
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 県の「やまがたＩＣＴ利活用ビジョン」  

 目 的  

医療や福祉、防災等の安全・安心、教育、仕事や地域活動など、私たちの生活に深

くかかわっている様々な分野を例に、中長期的な視点からＩＣＴ利活用の方向性を示

し、ＩＣＴ利活用の新たなステージへの第一歩を踏み出すことにより、「絆」を育み

深めて共に支え助け合い、知恵や技に裏打ちされた優れた産業や、豊かな自然や長い

間培われてきた文化など様々な地域資源がいきいきと輝く、活力ある山形を創り上げ

ていく。 

 ポイント  

ＩＣＴの効果的な利活用による、生活利便性の向上や地域・産業の活性化、行政サ

ービスの向上や行政の簡素効率化の一層の推進を図る。また、県の情報通信基盤はほ

ぼ完成型にまで整備が進んでおり、ＩＣＴを本格的に利活用するステージが到来して

いることを踏まえ、今後県としてＩＣＴの利活用に取り組む方向性を示す。 

 特 徴  

ＩＣＴの利活用を身近に考えてもらうため、ライフステージや活動エリアなどの視

点からの利活用を事例的に提示。 

 

  ○ライフステージ［①園児・児童 ②生徒・学生 ③現役世代 ④高齢者］ 

   例)ＧＰＳ利用見守りシステム、電子図書館、テレワークシステム、 

健康情報管理サービス など 

   

○活動エリア［①都市的地域 ②農山漁村的地域］ 

   例）電子町内会システム、バス運行情報提供、デマンド交通利用システム など 

 

  ○職業分野［①農業 ②製造業 ③商業 ④観光業］ 

   例）Webカメラ・センサーを活用した生産管理、マップとQRコードを連携した 

観光情報提供 など 

 

  ○生活分野［①防災・防犯、②医療 ③交通］ 

   例）データ放送による防災情報提供、テレビ電話による遠隔健康相談 など 
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第 3 章 最上町の情報化の現状と課題 

 

１．情報通信ネットワークの整備状況 

本町では、平成１６年６月に４３局においてＡＤＳＬのサービスが提供され、平成

１８年３月には４４局・４５局、平成２０年７月に４２局へと、町内全域でサービス

が提供されています。しかし現在では国内においても大多数の地域で、ＡＤＳＬより

さらに高速で大容量の情報通信が可能な光ファイバーを使った超高速通信サービス

の提供や整備が進んでいます。住民のニーズに即した超高速ブロードバンド環境の整

備、周辺市町村との情報通信基盤格差を是正し、住民が暮らしやすい、定住促進も含

めた住環境の整備をすすめていくことは必要不可欠であり、町の発展には必要な社会

基盤であると考えます。また、光ファイバー網の整備を考慮すると、加入者や利用者

の拡大が必要であり、町民の情報に対する認識や活用する能力の開発も併せて進めて

いかなければなりません。 

 

２．行政情報のネットワーク化 

行政の情報化・ネットワーク化は、庁舎内ネットワークや各部署のインターネット

接続は済んでいます。総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）による電子文書交換シス

テム・参加団体情報掲示板、山形県と市町村で開発した電子申請システム「やまがた

e申請」が平成１９年3月から運用されていますが、電子署名や添付書類の関係から

利便性が低く当町においては活用されるまでには至っていません。県の電子申請シス

テムに関して今後は、電子署名や添付書類が必要なく、住民が利便性を実感できる手

続きのシステム化が検討されています。住基カードの発行枚数も平成２５年１月末現

在で320枚程度と少ないのが現状です。電子申請も含め、申請手続や証明書入手を

ワンストップで行うことができるシステムやアプリケーションの開発・普及を進める

ことが必要です。また最近、クラウド・コンピューティングが注目を集めています。

クラウド（雲）はネットワークを表しており、システムを所有することなく、ネット

ワーク上に存在するサーバが提供するサービスを利用する形態です。情報システム導

入・運用コスト削減、災害時の情報管理等の利点から今後、行政、医療、教育、農林

水産等の様々な分野で広域的な活用を含め検討することが必要です。 

  これらのサービスを考える上で、光ファイバー網の環境が大前提となり、情報化を

進める上で、いたるところで必須条件となってくると言えます。 



- 7 - 
 

３．防災行政無線 

防災行政無線は、昭和６２年 7 月の放送開始以来、年次計画で設備の更新を行って

きました。本町の用途としましては、双方向の情報処理は携帯電話の普及など他の通

信技術による送信が可能であることや、電波の送信中継所を立てる適当な場所がない

などの理由からデジタル化は採用しておりません。設備の概要は、固定系が役場に親

局が１局、集落に設置している屋外子局が５８局となっています。他に、災害、火事

などの緊急放送に対応した遠隔制御装置を消防署に設置しています。各家庭などの戸

別受信装置は、約７００個設置されており、そのうち受信状態の悪い地区に３７本の

３素子アンテナ受信装置と約１９０本のダイポールアンテナを設置しています。 

今後は、難聴地域対策と最近の機密性の高い住宅事情を考えた場合、全戸に戸別受

信機の設置が課題となっています。あわせて放送開始に整備した戸別受信機も更新の

時期を迎えています。また、災害時の大規模な長時間の停電を想定した、緊急防災行

政無線の整備や対策を考える必要があります。 

一つの対策として、平成２４年度に防災無線を受信するラジオの販売（町費補助有

り）を実施しました。約５００台が町内個人及び公民館等で利用されており、無線が

聞こえにくい・聞こえない等の問題解消の一役を担っています。 

 

４．携帯電話・携帯端末 

本町での携帯電話は、単一の通信事業所でのエリアカバーはしていませんが、複数

の事業所のエリアを重ねれば山間部を除きほぼ通話可能となっています。利用形態も

電話だけでなく、メールやインターネットの利用が増えています。さらに最近では、

無線ＬＡＮやワイヤレスブロードバンドの普及に伴い、持ち運び可能な情報端末の高

機能化・多機能化も急速に進んでいます。今後は、携帯電話の電子メール機能や携帯

端末を活用した情報の伝達・取得するサービスも視野に入れ整備する必要があります。 

 

５．テレビの地上波デジタル放送 

平成２３年７月から、テレビは地上波デジタル放送に変わりました。当町は町内全

域で受信することが可能となっています。デジタルテレビはインターネットに接続す

ることで双方向通信機能も利用が可能となります。デジタルテレビを高機能な地域情

報発信端末としての活用することも期待されます。  
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６．行政情報の伝達と共有 

町の公式ホームページは平成１３年１月から公開し、平成２１年度に見やすさ、活

用しやすさを念頭に更新を行いました。現在、行政情報や行政手続き(様式のダウン

ロード)への利活用として１日平均１３０件程度の閲覧があります。今後は、住民や

各種団体のニーズにあった魅力あるきめ細やかな情報の提供や、情報の作成・編集・

保守・管理するための法人化や産業化を含めた人材育成が必要です。地域情報化は、

町の諸課題の解決や、行政情報、暮らしの情報、タウン情報など住民が必要とする情

報を速やかに、適切に提供し共有を進めることが必要です。さらに今後は、災害時を

想定した情報の伝達方法の整備もあわせて進めていくことが必要であり、光ファイバ

ー網の整備を重点にしつつも、既存のインフラ設備を活用し、住民が必要としている

情報を「いつでもどこでもだれでも」取得できる仕組みづくりが必要です。 

 

７．地域情報化のスキルアップ対策 

地域の情報化を進めるためには、情報活用能力はもちろん、町民の安全・安心を確

保するための情報セキュリティ対策や町民の利便性を考慮した情報提供能力の向上

が必要です。町では、平成19年６月に最上町セキュリティポリシーを策定し、情報

資産のセキュリティ対策について総合的・体系的かつ具体的に取りまとめを行いまし

た。判断基準や実施すべき対策などを明確にすることによって意識の向上をめざすも

のです。さらに、平成２２年度から、交流や教育・ＩＴ・コミュニティ・福祉・環境・

産業・文化等の各分野において、地域課題を発見し、解決に向けた研究・実践活動を

行う意欲ある人材育成を目的とし、まちづくり担い手支援国内研修補助事業を実施し

ています。今後とも、地域の自主的な情報化の取り組みを推進していくために情報リ

テラシーだけでなく、情報モラルやセキュリティについての知識の向上の促進を図る

必要があります。 
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第 4 章 第 2 次地域情報化計画の基本構想と取組み 

 

１．地域情報化計画の基本構想 

第２次最上町地域情報化計画は、町の最上位計画である『第四次最上町総合計画』

に沿って策定しています。平成２３年３月に策定された第四次総合計画では◆豊かな

自然と共生し将来にわたって、地域の人々が自らの夢を実現できること、◆住民一人

ひとりが元気にあふれ、活気に満ちたまちづくりを進めること、◆町全体を一つの博

物館に例えて夢を実現できるまちを創造すること、それらの思いを込めて、最上町の

将来像を『人が元気 地域が元気 産業が元気 ～キラリ輝く田園空間博物館の創造

～』と定めています。地域情報化についても、この将来像の実現に向け、ICTを活用

し、人が活き活きと暮らせるまちづくりや、活力のある足腰の強い地域づくり、それ

らを産業の活性化につなげていくことを基本構想として取り組みます。そして、『人

にやさしいまちづくり』『食にやさしいまちづくり』『環境にやさしいまちづくり』

『持続から発展のまちづくり』以上４つの基本方針について、地域情報通信基盤や地

域情報ネットワーク網といった地域ICTを活用し、町民誰もがICTの恩恵を享受し、

心身共に豊かに暮らすことができるまちづくりを目指します。 

 

 

２．地域情報化計画の目標 

第四次総合計画の、４つの基本方針を目標とした施策の大綱を、情報化の面で補強

し、次世代に向けた地域情報化整備計画の目標として推進していきます。また、総合

計画との整合性、住民アンケートの結果、国・県の情報化政策さらに社会的な動向を

踏まえながら、基本構想の実現に向けて、平成２５年度から２９年度までの５カ年を

計画期間として次のように各種地域情報化施策を体系的、総合的かつ計画的に推進し

ていきます。 
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３．第四次総合計画と新しい情報化計画の施策体系 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画及び 
情報化計画基本方針 

総合計画及び 
情報化計画施策の大綱 

情報化計画の施策 

 
ＩＣＴを活用した 

人にやさしいまちづくり 
 
安全に安心して暮らせる、 

ぬくもりに満ちたまちづくり 

 
ＩＣＴを活用した 

食にやさしいまちづくり 
 
地域資源をいかした活用 

ある総合型産業の推進 

 
ＩＣＴを活用した 

環境にやさしいまちづくり 
 
総合的な環境基盤の整備に

よる、持続可能なまちづくり 

 
ＩＣＴを活用した 

持続から発展のまちづくり 
 
住む喜びを分かち合い、住ん

でみたいまちづくりの推進 

◎光ファイバーを活用した超高速情報通信網の整備
◎地域ＩＣＴを活用したまちづくり担い手支援事業 
◎地域ＩＣＴを活用した地域情報配信システムの整備 
◎電子申請等の推進 
◎ＩＣＴを活用した広域連携や自治体クラウドの検討 
◎地域情報化計画の見直し 
◎統合型地理情報システムの整備 

◎医療と連携した健康情報管理システムの整備 
◎子育て支援システムの整備 

◎学校教育設備のデジタル化の推進 
◎学校間のネットワーク化の推進 
◎給食センター情報等のシステム化 

◎電子図書館システムや文化・芸術情報の 
データ化の推進 

◎中央公民館施設等の電子予約システムや 
情報配信システムの整備 

◎ＩＣＴを活用した健康カード事業の推進 
◎体育館等施設の電子予約システムの整備 

◎医療施設間の医療情報ネットワーク化の推進 
◎電子カルテ・オーダリングシステム等の整備 
◎地域在宅ケアシステムの充実 
◎緊急防災情報配信システムの整備 
◎地域公共交通情報提供の充実 

◎農林水産各種情報化の支援 
◎農業地図情報システム支援事業 

◎農観商工連携のための情報化の支援 

◎商工業の情報化の支援 

◎道路・河川等のライブ動画情報配信 
システムの整備 

◎環境情報システムの整備 

◎再生可能エネルギーのデータベース化と
取引システムの整備 

◎若者定住対策として積極的な情報提供 

◎ＩＣＴを活用した集落活性化の支援 

◎総合的な交流・観光情報システムの整備 

１．信頼関係に支えられた 
まちづくりの推進に関する情報化 

２．子供を安心して産み育てられる 
まちづくりの推進に関する情報化 

３．豊かな心と高い知識を育む 
学校教育の充実に関する情報化 

４．郷土を知り、郷土を愛し、郷土を 
支える人づくりの推進を関する情報化

５．より積極的な健康に支えられた 
まちづくりの推進に関する情報化 

６．安全で安心して暮らせる環境の推進
に関する情報化 

１．魅力ある農林水産業の推進 
に関する情報化 

２．総合型産業の推進に関する情報化 

３．地域に根ざした商工業の推進 
に関する情報化 

１．生活基盤環境の整備促進に関する 
情報化 

２．環境保全対策の推進に関する情報化

３．資源循環による低炭素社会 
の推進に関する情報化 

１．雇用の促進と若者定住対策 
の充実に関する情報化 

２．地域コミュニティの強化による 
地域からの発展に関する情報化 

３．交流拡大・観光振興を通した 
活性化の推進に関する情報化 

 

᷷
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４．地域情報化計画の主な取組み 

 

１） ICT を活用した『人にやさしいまちづくり』の推進     
  ～安全で安心して暮らせる、ぬくもりに満ちたまちづくり～  

 

①. 信頼関係に支えられたまちづくりの推進に関する情報化 

住民と行政との良好なる信頼関係によって実践される「協働」のあり方と、よりき

め細かな行政情報の提供のあり方を重視し、住民主導による個性的で総合的なまちづ

くりに対応するために必要な情報化を推進します。 

◎光ファイバーを活用した超高速情報通信網の整備 

通信速度の減衰等による地域間情報格差の是正や、今後発展していく情報化

社会に対応するため、光ファイバーを活用した超高速大容量通信網の環境整備

を行います。公共施設・企業・家庭等町内のあらゆる人・場所が光で結ばれ、

情報化による安全で安心して暮らせるまちづくりを行うための基盤となるもの

です。 

◎地域 ICT を活用したまちづくり担い手支援事業 

自らの地域や集落で、主体的に ICT を活用した地域活動を行う人材育成、担

い手支援として、まちづくり担い手支援国内研修補助事業を実施します。 

◎地域 ICT を活用した地域情報配信システムの整備 

HPや携帯電話等多様な媒体を活用した地域情報の発信システムの整備を行い

ます。あわせて、地域情報基盤と接続した音声告知器として、新たな個別受信

システムを検討します。 

◎電子申請等の推進 

県の電子申請システム『やまがたｅ申請』を活用した電子申請を推進します。

住民の利便性の一層の向上が図られるようなサービスや、電子署名を省略できる

簡易な手続きについては、窓口業務の効率性の観点からも庁内の横断的な対応が

できるような体制を考え、ワンストップサービスの実現にむけた取組を行ってい

きます。 

◎ICT を活用した広域連携や自治体クラウドの検討 

  地域 ICT を活用した観光・農業・教育・環境・福祉施策の連携等の広域連携

や、自治体クラウド等を検討します。 
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◎地域情報化計画の見直し 

現在の社会情勢の変化に対応した、最上町地域情報化計画を更新し策定します。

情報化についての検討を重ねながら、総合計画の地域ICTを活用した円滑な推進

を目指します。総合基本計画との整合性を図り、各施策の進行状況をチェックす

るとともに、町民ニーズの変化や社会環境の変化、財政状況を鑑み、必要に応じ

て見直しを行います。また、行政サービスの向上を図るため、研修体制の充実と、

関係各課が一体となった情報化の推進体制を構築していきます。 

 ◎統合型地理情報システム(統合型 GIS)の整備 

   複数の課が利用する地図データを共用できる形で整備、利用していく横断的な

統合型GISシステムを整備します。統合型ＧＩＳを整備し、関係各課の情報交換

を迅速にし、行政の効率化と住民サービスの向上を目指します。また、地域のコ

ミュニティ活動やボランティア活動の支援に活用できるよう整備していきます。 

 

②. 子供を安心して産み育てられるまちづくりの推進に関する情報化 

子育てへの精神的、経済的不安、さらには妊娠、出産による育児と仕事の両立への

不安等の解消にむけて、行政と関係機関・団体との連携を密にした各種サービスの充

実を図るための情報化を推進します。 

◎医療と連携した健康情報管理システムの構築 

町立病院での医療情報と健診等の健康管理情報を連携し、医師がデータを診察 

時や定期検診時などでチェックしたり、保健師が健康指導に活用できるシステム

の構築を検討します。 

◎子育て支援システムの整備 

子育てに関する情報提供・交換やテレビ電話等による育児相談、携帯電話等の

端末を使った連絡、伝言板など総合的な子育て支援サービスの整備を検討します。 

 

③. 豊かな心と高い知識を育む学校教育の充実に関する情報化  

規範意識が高く、他者貢献のできる子どもと、進路意識に基づく学習意欲を強く持

つ子どもを本町が目指す子どもの姿とし、関係機関をはじめ地域、家庭との連携を密

にしながら、教育環境の整備を図るための情報化を推進します。 

◎学校教育設備のデジタル化の推進 

  特色ある学校づくりの推進にむけた学校教育の充実や教育環境の整備として

デジタル教材の整備や、テレビ会議システム等の活用を推進します。 
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◎学校間の ICT やネットワーク化の推進 

    情報化や国際化に向けた教育環境の整備にむけて、各学校のホームページ開設

や、学校間のネットワーク化を推進します。 

◎給食センター情報のシステム化の推進 

  給食センター機能の充実として、給食の地元食材情報や伝統料理、家庭での食

生活等の情報配信を検討します。 

 

④. 郷土を知り、郷土を愛し、郷土を支える人づくりの推進に関する情報化 

住民自身の自主・自発的な学習活動を可能にする環境体制づくりを進めるために、

すべての行政施策と住民活動との連携が図られた生涯学習体系を構築し、その実践

をとおして郷土を支える人づくりのための情報化を推進します。 

◎電子図書館システムや、文化・芸術情報のデータ化の推進 

学習情報の提供として、図書の検索や、電子化された書籍をいつでも自由に閲

覧し、遠隔地からネットワークで借りることのできる電子図書館システムの整備

を検討します。また、文化財等の管理、紹介のためのデータベース化を推進し、

文化の保護・活用を進めます。 

 

◎中央公民館施設等の電子予約や情報配信システムの整備 

生涯学習の場として、利用者の利便性の向上を図るため、中央公民館等公共施

設の利用予約などを可能とするシステムや、生涯学習情報を、町民にわかりやす

く、効果的に提供できるシステムを検討します。 

 

 ◎地域住民で創りあげるコミュニティ FM の検討 

   町の様々な情報の発信媒体として、また、それらにかかわる人と人の交流を活

性化するような手段とすべく、その可能性の検討を始めます。また、災害時に強

い情報の発信手段として全国的に広まりつつある中、先進的な地域においての学

習を進めます。 

 

⑤. より積極的な健康に支えられたまちづくりの推進に関する情報化 

ウエルネスタウン構想の基本理念である「より積極的な健康」を継承し、生活習慣

病や介護予防対策を推進するとともに、生涯スポーツや生涯学習と一体になった住

民総参加による健康づくり運動と環境整備を実現するために情報化を推進します。 

◎ICTを活用した健康カード事業の推進 

ウエルネスタウン構想の基本理念である「より積極的な健康」を実践するため
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に、健康カード事業を推進します。さらに健康カードにICチップを内蔵すること

で健康診断情報や血圧、体重や日々の運動量等のデータを管理し、専用端末やイ

ンターネットにより時系列でグラフ表示したり、健康管理のアドバイスを行うこ

とができる仕組みを検討します。 

 

◎体育館等施設の電子予約システムの整備 

   生涯スポーツや健康体力づくりの推進のため、体育館や健康クラブ等の施設の

電子予約や利用状況の確認、さらにスポーツ教室及びサークルなどの情報をきめ

細かく提供するシステムを整備します。 

 

⑥. 安全で安心して暮らせる環境づくりの推進に関する情報化 

少子化と高齢化、そして人口減少化の地域社会を現実のものとして受け止め、「医

療」「介護」「防災」「交通」といった住民の生活に直結する領域において、安全で安

心かつ安定した生活環境の整備を実現するための情報化を推進します。 

◎医療施設間の医療情報ネットワーク化の推進 

  地域包括医療サービスの充実にむけて、最上地域内の医療機関や保健・福祉施

設と連携した最上地域医療情報ネットワークの実現に向けた取組を推進します。

あわせて、町内での医療情報のネットワーク化も検討します。 

◎電子カルテ・オーダリングシステム等の整備 

  医療連携を進めるうえで、町立病院内の電子データ化は必要不可欠です。電子

カルテやオーダリングシステム等医療情報の電子化やデジタル機器の整備を行

います。 

◎地域在宅ケアシステムの充実 

地域在宅ケアシステムの充実を図るため、また高齢者が住み慣れた地域で安心

して生活できる環境づくりとして高齢者見守りシステム等を検討します。 

◎緊急防災情報配信システムの整備 

平成２３年３月の「東日本大震災」、豪雪・ゲリラ豪雨などの自然災害に対応

し、長時間の停電も想定した防災ラジオや携帯メール等を活用した緊急防災情報

配信システムを整備します。 

◎地域公共交通情報提供の充実 

  効率的で効果的な地域公共交通を目指し HP や携帯端末等を活用した情報提

供を行います。 
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２）ICT を活用した『食にやさしいまちづくり』の推進     

  ～地域資源をいかした活力ある総合型産業の推進～  

①. 魅力ある農林水産業の推進に関する情報化 

稲作、畑作園芸の生産拡大のための支援や、新たな農林水産業への担い手に対する

支援、さらに農地の集積化と作業の受委託の推進、周年型経営の支援に関する情報化

を推進します。 

◎農林水産各種情報化の支援 

国・県、関係団体等と連携し、農林水産業へのI情報化を支援します。 

◎農業地図情報システム支援事業 

農業生産基盤の整備として農業委員会等で管理している農地情報（農地・ 農家・

議案・選挙人・農振・農地地図など）をデータ化し、一括管理する農業地図情報シ

ステムの支援を行います。 

 

②. 総合型産業の推進に関する情報化 

異業種間（１次産業・2 次産業・3 次産業）の交流・連携を組み入れた“総合型産

業”への発展、農畜産物の加工による特産品の開発と雇用の場の創出にむけた実践へ

の支援につながる情報化を推進します。 

◎農観商工連携情報化の支援 

生産・加工・販売に至る各種情報の提供や、異業種間の交流・連携を組み入れ

た総合型産業の発展にむけて、国・県、関係団体等と連携し、農観商工連携の情

報化を支援します。 

 

③. 地域に根ざした商工業の推進に関する情報化 

中心商店街の活性化、魅力ある商店街づくり、商店街全体の集客力強化、100 万

人交流シンボルエリアの整備にむけたソフト面での取り組み、また、福祉や教育分野

も視野にいれた企業や研究機関の誘致と、町内起業家の育成・支援を進めるための情

報化を推進します。 

  ◎商工業の情報化の支援 

商店街全体の集客力強化や、100 万人交流シンボルエリアの整備、町内起業

家の育成・支援にむけて、国・県、関係団体等と連携し、商店街の情報化を支援

します。 
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３）ICT を活用した『環境にやさしいまちづくり』の推進     

  ～総合的な環境基盤の整備による、持続可能なまちづくり～  

 

①. 生活基盤環境の整備促進に関する情報化 

冬季間の除排雪システムの構築、道路等生活基盤環境の整備において、住民目線に

即した複合的な施策を展開するための情報化を推進します。 

◎道路・河川等のライブ動画情報配信システムの整備 

道路・河川等の生活基盤環境の整備促進のため、主要な個所に多目的ライブ

カメラ等を設置し、超高速情報通信網を活用した道路・河川等のライブ動画情

報配信システムの整備を検討します。 

 

②. 責任ある環境保全対策に関する情報化 

住民、事業者、行政等がそれぞれの持つ役割を認識しながら、環境への負荷の少な

い持続可能な社会を実現するための保全活動や、ごみの発生抑制や再利用等に関する

情報化を推進します。 

◎環境情報システムの整備 

本町の豊かで美しい環境を維持していく保全活動や、快適で環境にやさしい居

住環境の形成を目指し、環境関連データを活用した情報の分析や提供、環境保全

に関する情報提供の充実を行います。 

 

③. 資源循環による低炭素社会の推進に関する情報化 

地域資源の有効活用による低炭素社会にむけた可能性を広く検証、実用化するため

の情報化を推進します。 

◎再生可能エネルギーのデータベース化と取引システムの整備 

  新エネルギーや自然エネルギーといった再生可能エネルギーを活用した資源

循環型社会の形成にむけて、すべてのエネルギーをデータベース化し一目で排

出削減量等を確認できる仕組みを整備し、クレジット化にむけた取引システム

の整備を検討します。 
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４）ICT を活用した『持続から発展のまちづくり』の推進     

  ～住む喜びを分かち合い、住んでみたいまちづくりの推進～  

 

①. 雇用の拡大と若者定住対策の充実に関する情報化 

まちの担い手不足を解消するため、若者層に重点を置いた定住対策と雇用環境の整

備を積極的に促進するための情報化を推進します。  

◎若者定住対策として積極的な情報提供 

   まちの担い手不足を解消するため、若者層に重点を置いた定住対策と雇用環境

の整備として HP 等を活用した情報の提供を強化します。空き家バンク等データ

化し、広く情報を提供するシステムを検討します。 

 

②. 地域コミュニティの強化による、地域からの発展に関する情報化 

地域コミュニティの最小単位である“集落”を基盤にした住民自治の振興や、ボラ

ンティアやＮＰＯ活動など地域に根ざした住民活動に対する積極的な支援に関する

情報化を推進します。 

◎ICT を活用した集落活性化の支援 

地域が主体的・継続的にICTを活用した交流や活動を行うことができる、場や

情報提供、地域ポータルサイト等の構築を支援します。 

 

③. 交流拡大・観光振興を通した活性化の推進に関する情報化 

自然景観や産業・文化を生かした魅力ある観光を推進するため、地域の個性的な観

光資源を発掘・活用するとともに、担い手相互による主体的な連携と、既存の観光資

源の積極的な利活用をとおして、多くの観光客が訪れる個性豊かな観光交流のまちづ

くりを行うための情報化を推進していきます。 

  ◎総合的な交流・観光情報システム整備の支援 

自然景観や産業・文化を生かした観光を推進し、地域の観光資源発掘・活用に

よる総合的な交流・観光システムとして、街歩きマップ、観光プラン作成支援機

能、携帯電話への各種情報提供、特産品のインターネット販売、ライブ情報発信、

口コミ情報の掲示板化など交流・観光に関するポータルサイトの整備を支援しま

す。 



第２次最上町地域情報化計画参考資料 
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◇用語解説◇ 

 

◆ＩＣＴ（Information and Communications Technology の略） 

情報・通信に関連する技術一般の総称でＩＴ（Information Technology）と同義語。多く

の場合「情報通信技術」と訳され、ＩＴの「情報」に加えて「コミュニケーション」が具体的

に表現されている点に特徴があり、ネットワーク通信による情報・知識の共有が念頭に置かれ

た表現。 

 

◆クラウドコンピューティング 

従来は手元のコンピュータで管理・利用していたようなソフトウェアやデータなどをインタ

ーネットを通じてサービスの形で必要に応じて利用する方式のこと。IT 業界ではシステム構

成図でネットワークの向こう側を雲(cloud：クラウド)のマークで表す慣習があることから、

このように呼ばれる。 

 

◆ＬＧＷＡＮ（Local Government WAN の略） 

地方自治体のコンピュータネットワークを相互接続した広域ネットワーク。正式名称は「総

合行政ネットワーク」。都道府県、市区町村の庁内ネットワークが接続されており、中央省庁

の相互接続ネットワークである霞ヶ関WAN にも接続されている。 

 

◆スマートグリッド 

電力の需給両面での変化に対応するために、情報通信技術を活用して効率的に需給バランス

をとり、電力の安定供給を実現する次世代の送配電網。 

 

◆ブロードバンド 

  高速・大容量のデータ通信が可能な回線のこと。一般には、ADSL や光ファイバーを使っ

た、固定料金制のインターネットサービス。 

 

◆ITS（Intelligent Transport Systems の略『高度道路交通システム』） 

情報通信技術等を活用し、人と道路と車両を一体のシステムとして構築することで、渋滞、

交通事故、環境悪化等の道路交通問題の解決を図るもの。 

 

◆テレワーク 

通信ネットワークを利用して、オフィス以外の場所で働く労働形態。 

 

◆やまがたｅ申請 

インターネットからいつでもどこからでも申請・届出や施設の予約が行なえる電子申請・施

設予約サービス。電子申請サービスは、インターネットに接続したパソコンから、山形県・県

内の各市町村への申請・届出を行うことができるサービス。施設予約サービスは、インターネ

ットに接続したパソコンや携帯電話から、山形県内の公共施設の空き情報の照会、施設の利用

申込（予約）、抽選申込等を行うことができるサービス。 
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◆情報リテラシー 

  コンピュータやインターネットを使う能力。インターネットを活用して多様な情報を収集、

処理、活用する能力。 

 

◆ＡＤＳＬ（Asymmetric Digital Subscriber Line の略） 

  電話線を使い高速なデータ通信を行う技術。電話の音声を伝えるのには使わない高い周波数

帯を使って通信を行うDSL 技術の一種。 

 

◆光ファイバー 

 光を伝送するために作られたガラス繊維でできたケーブルのこと。コンピュータの信号を光   

信号に変換し，光ファイバーに通してデータを送信する。電話線として使われている同軸のケ

ーブルと比較するとデータの減衰がなく、数多くの情報を高速に通信できる。 

 

◆ＦＴＴＨ（Fiber To The Home の略） 

各家庭まで光ファイバー敷設することで、数 10～100Mbps の超高速なインターネット

接続や電話等を行う通信サービス。 

 

◆電子カルテ 

従来医師・歯科医師が診療の経過を記入していた、紙のカルテを電子的なシステムに置き換

え、電子情報として一括してカルテを編集・管理し、データベースに記録する仕組み。 

 

◆オーダリングシステム 

「検査・処方などに係る情報伝達システム」。医療現場の一部業務を電子化し、病院業務の省

力化と、サービス提供の短縮化を目指すもの。 

 
◆地域ポータルサイト 

インターネットの玄関口となる Web サイト。地域（自治体）の観光情報やイベント情報、

お店の情報などを総合的に取り扱うサイト。地域ポータルサイトのメリットとして、地域での

情報の共有、旅行者などへの PR が挙げられる。運営には、編集能力を持った人材の確保や住

民の視点でのコンテンツ作成などが求められる。さらに自治体 HP は公的な機関であり、民の

情報や個別的な内容を紹介するのが難しいため、自治体や地域住民、地域事業者、NPO など

が協働で構築・運営を行う必要がある。 
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